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－１－ 

第１ 株式会社福岡交通センターの概要（平成２６年３月３１日現在） 

 

 １．設立目的、事業内容等 

(1) 名称、設立年月日、所在地 

ア 名   称  株式会社福岡交通センター 

イ 設立年月日  昭和３８年３月１５日 

ウ 所 在 地  福岡市博多区博多駅中央街２番１号 

 

(2) 設立目的 

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

ア バスターミナル事業 

イ 賃室業 

ウ 広告宣伝に関する事業 

エ 駐車場に関する事業 

オ 食堂、売店及び風俗営業 

カ ホテル業 

キ 旅行業 

ク 全各号に付帯する一切の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１． 会社の現況に関する事項

(１)　事業の経過およびその成果

　　　　

　 当事業年度における我が国の経済は、第2次安倍内閣が掲げた一連の経済政策、アベノミクスが

スタートして1年が経過し、国内景気の足取りは回復基調に乗り、15年以上続いたデフレからも脱却

しつつあります。この影響は九州経済にも波及しており、業種・地域間でばらつきはあるものの景気

回復への期待感が着実に膨らんできた年度でした。

　 このような中、当社は、年度末にかけて、地下1階フロアのリニューアル、館内サインの見直しを実

施いたしました。

　 その結果、営業収益は、2,171,617千円（前年比57,486千円、2.7％増）、経常利益208,044千円

（前期比48,631千円、18.9％減）、当期純利益は109,597千円（前期比49,231千円、31.0％減）とな

りました。

　　　　各部門別の概況につきましては次のとおりです。

(ビル事業部門）

　 家賃収入は、地下1階のリニューアル準備に伴う売上減、大型店の売上減により前期比33,091千円

の減収となりました。

　 広告収入は、フリーペーパーラックの新設、ポスターの増により前期比2,093千円の増収となりました。

　 直営収入は、ペデストリアンデッキ全面開通によるローソンの大幅売上増のほか、おみやげや、貸ホ

ールともに増収、またペデストリアンデッキ管理業務の受託により前期比74,450千円の増収となりました。

　 その結果、ビル事業部全体で1,721,266千円（前期比43,452千円、2.6％増）となりました。

（ターミナル事業部門）

　ターミナル使用料は、平成25年2月に九州急行到着便の当ターミナル2階乗入れにより前期比11,313

千円の増収となりました。

　切符代売手数料は、平成25年7月からの高速バス新予約システムの導入により高速バス切符販売は

減となりましたが、高速バス回数券の販促、大型コンサート臨時便の乗車券販売、定期券の消費税増

税前のかけこみ購入により前期比2,302千円の増収となりました。

　その結果、ターミナル事業部全体では450,350千円（前期比14,034千円、3.2％増）となりました。

事　　業　　報　　告

（平成25年４月１日から

　平成26年３月31日まで）

―　２　―



(２)　設備投資等の状況
　　　当事業年度において実施いたしました設備投資の主なものは、次のとおりであります。
　    ①当事業年度に完成した主要設備

　　　　 ビル事業部門
　　　　     １．地下1階リニューアル　（58,752千円）
　　　　     ２．9階貸ホール（大ホール）分割　（11,275千円）
　　　　     ３．全館サインのリニューアル　（5,241千円）

(３)　資金調達の状況
　 当事業年度における新規の資金調達はありませんでした。
　 なお、当事業年度末の長期借入金の残高は2,240,600千円となり、前事業年度末に比べ511,750千円
減少しました。

(４)　対処すべき課題
　 博多駅周辺は、平成23年春の九州新幹線全線開通に合わせてJR博多シティがオープン、平成28年
春には博多郵便局跡地に、主要テナントとして丸井が入店する再開発ビルが完成、その南側にJR九州
が開発する複合ビルもオープンする予定です。また、平成32年には、市営地下鉄七隈線が天神南駅か
ら延び、JR博多駅と直結します。このように、当駅周辺は、今後とも九州新幹線全線開通で高まるにぎわ
いに拍車がかかり、さらなる集客力の向上が期待できます。このような中、当社は、商業スペースのリニュ
ーアルに続き、平成26年度より2年をかけて老朽化した1階から3階のバスターミナルスペースのリニュー
アルを実施し、お客さま満足度の向上を図ります。あわせてCSの徹底により、将来にわたり高い収益力を
持つビルを目指します。

(５)　財産および損益の状況の推移

（注）　1株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づいて算出しています。

(６)　重要な親会社および子会社の状況
　　①親会社との関係
　　　　  当社の親会社は西日本鉄道株式会社で、同社は当社の株式を135,900株（出資比率67.95％）
　　　 保有いたしております。
　　　　  親会社は、当社のターミナルを使用し、また当社に切符販売業務を委託しています。

(７)　主な事業内容および事業施設等（平成26年３月31日現在）
　　　１．主要な事業内容　：　貸室業、バスターミナル業、広告宣伝業、売店業
　　　２．事業所の所在地　：　福岡市博多区博多駅中央街２番１号

区　　　　分
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

第49期 第50期 第51期 (当期)第52期

営業収益 1,748,311千円 2,092,789千円 2,114,130千円 2,171,617千円

　 ビル事業部門 1,335,269千円 1,659,318千円 1,677,814千円 1,721,266千円

　 ﾀｰﾐﾅﾙ事業部門 413,042千円 　　　 433,471千円 　　 436,316千円 　　 450,350千円

経常利益 144,074千円 　　　 258,529千円 　　 256,675千円 　　 208,044千円

当期純利益 23,808千円 　　　　 147,859千円 　　 158,828千円 　　 109,597千円

1株当たり当期純利益 119.04円 　　　　　 739.30円 　　　　 794.14円 　　　　 547.98円

総資産 9,186,727千円 8,489,525千円 7,970,299千円 7,552,724千円

純資産 2,002,561千円 2,090,428千円 2,191,717千円 2,241,507千円

―　３　―



(８)　従業員の状況（平成26年３月31日現在）

（注）　１．厚生年金加入者を従業員としています。

(９)　主要な借入先（平成26年３月31日現在）

　　　　　　　　　　　　 　850,000千円

(10)　その他会社の現況に関する重要な事項

該当する事項はありません。

２． 会社の株式に関する事項（平成26年３月31日現在）

（1）　発行済株式の総数　　　　２００，０００株

（２）　株主数　　 　　　　　　　　　　　　　　６名

（３）　株主

　西日本鉄道株式会社 　　　 １３５，９００株 　　　　　　６７．９５％

　九州旅客鉃道株式会社 　 　　　４２，０００株 　　　　　　２１．００％

　福岡市 　　　　 　８，０００株 　　　　 　　 ４．００％

　昭和自動車株式会社 　　　　 　７，０００株 　　　　 　 　３．５０％

　株式会社博多ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ 　　　　 　５，６００株 　　　　 　 　２．８０％

　祐徳自動車株式会社 　　　　 　１，５００株 　　　　　  　０．７５％

計 　 　　２００，０００株 　　　　　１００．００％

（４）　その他株式に関する重要な事項

該当する事項はありません。

区　　　　分 従業員数 前期末比増減数 平均年齢 平均勤続年数

男 ２１名 ３名増 ３８．２歳 １０．６年

女 １８名 ― ３６．８歳 １２．３年

計 ３９名 ３名増 ３７．６歳 １１．４年

借　　入　　先 借入金銭高

　西日本鉄道株式会社（CMS） 　　　　　　　　　　　　 2,240,600千円

　株式会社日本政策投資銀行

株　　主　　名 持　株　数 持株比率

―　４　―



３． 会社役員に関する事項

(１)　取締役および監査役の氏名等　（平成26年３月31日現在）

(２)　取締役および監査役の報酬等の総額
　　　①当事業年度に係る報酬等

　　　（注） 1．　上記報酬等の総額には、第51期提示株主総会終結の時をもって退任した取締役3名に対する報酬

　　　が含まれています。

２．　上記報酬等の総額には、当事業年度に係る役員等退職慰労金引当額の繰入額3,852千円（取締役

　　　7名3,802千円、監査役1名50千円）が含まれています。

３．　株主総会の決議（取締役報酬…平成12年２月８日臨時株主総会、監査役報酬…昭和58年６月28日

 　　定時株主総会）による役員報酬限度額は以下のとおりです。

　　　取締役報酬…年額　８０，０００千円以内

　　　監査役報酬…年額　　８，０００千円以内

監　　査　　役 1 290

合　　計 12 44,427

区　　　　分 支給人数（名） 報酬等の総額（千円）

取　　締　　役 11 44,137

氏　　　名 地位および担当 重要な兼職の状況

竹島　和幸 取締役会長
西日本鉄道株式会社　　　　　　
代表取締役会長

小金丸重樹 代表取締役社長

城戸　康文
常務取締役（業務部・ターミナ
ル部担当）

住本　龍彦 常務取締役（営業部担当）

松下　琢磨 取締役
九州旅客鉃道株式会社 　　   
総合企画本部経営企画部長

金子　晴信 取締役
昭和自動車株式会社　　　　　　
代表取締役社長

髙島宗一郎 取締役 福岡市長

漆間　道宏 取締役
株式会社博多ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ　　　
代表取締役社長

伊藤　正一 監査役

愛野　時興 取締役
祐徳自動車株式会社　　　　　　
代表取締役社長

宮野　祐輔 監査役
西日本鉄道株式会社　　　　　　
常任監査役

―　５　―



４． 会社の体制および方針

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正

　を確保するための体制

(１)　取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　　①　取締役および使用人は、にしてつグループコンプライアンス方針を遵守する。

　　②　取締役の職務執行に対する牽制を図るため、外部から非常勤の取締役を選任する。

　　③　コンプライアンスの推進体制を整備する。

(２)　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　　取締役および使用人の職務執行に係る文書その他の記録について、文書取扱規則に基づき関

　　　 連資料とともに保存・管理する。

(３)　損失の危機の管理に関する規程その他の体制

　　　　損失の危機の管理に関しては、危機管理規程および緊急事態対応規程を制定するとともに、対

　　　　応マニュアルを作成・配布し、必要に応じ研修等を行い、適切かつ迅速に対応する。

(４)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　①　業務分掌規程および職務権限規程に基づく権限委譲を行い、取締役の職務執行の効率化を

　 　　　図る。

　　②　常勤役員で構成する幹部会を週１回開催し、意思決定の迅速化、情報共有を図る。

(５)　企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　①　西鉄グループとして、定期的な情報交換、人事交流などを通じて、連携の強化を図る。

　　②　必要に応じ、親会社の内部監査部門等による調査を受入れる。

(６)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　 および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　 補助すべき使用人は置かない。

(７)　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　　　取締役および使用人は、次の事項について監査役に対し、直接または取締役会・幹部会を通じて

 　　 説明、報告する。

　　　①　毎月の経営状況

　　　②　社長決裁事項その他の重要な決定事項

　　　③　重大な法令・定款違反その他会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

　　　④　その他重要な事項

(８)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　　監査役は、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、意見交換を行う。

―　６　―



　貸    借    対    照    表  

（単位:千円）
科          目 金          額 科          目 金         額

（ 資　　産　　の　　部 ） （ 負　　債　　の　　部 ）

流  動  資  産 290,103   流  動  負  債 2,059,976

現 金 及 び 預 金 63,578 買 掛 金 8,349

商 品 9,471 短 期 借 入 金 850,000

未 収 金 56,142 一 年 内 返 済 予 定 の

未 収 収 益 25,442 長 期 借 入 金 481,400

短 期 貸 付 金 124,150 未 払 金 149,046

前 払 費 用 3,930 未 払 費 用 13,449

立 替 金 8 未 払 消 費 税 等 13,237

繰 延 税 金 資 産 7,379 未 払 法 人 税 等 22,745

預 り 金 449,768

前 受 収 益 57,999

賞 与 引 当 金 11,947

リ ー ス 債 務 短 期 2,032

固  定  資  産 7,262,621  固  定  負  債 3,251,240

有形固定資産 7,163,314 長 期 借 入 金 1,759,200

リ ー ス 債 務 長 期 2,563

建 物 6,346,695 退 職 給 付 引 当 金 34,597

構 築 物 74,976 役員等退職慰労金引当金 11,111

機 械 装 置 3,064 預 り 敷 金 1,034,961

器 具 及 び 備 品 129,175 預 り 保 証 金 408,807

土 地 605,112

リ ー ス 資 産 4,289

無形固定資産 67,654  負  債  合  計 5,311,217

ソ フ ト ウ ェ ア 570 （ 純　資　産　の　部 ）

電 話 加 入 権 439 株　主　資　本 2,237,385

その他無形固定資産 66,645

資   本   金 400,000

資 本 剰 余 金 600,000

投資その他の資産 31,653 そ の 他 資 本 剰 余 金 600,000

利 益 剰 余 金 1,237,385

投 資 有 価 証 券 12,142 利 益 準 備 金 100,000

破 産 更 生 債 権 1,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,137,385

長　期　前　払　費　用 1,148 繰 越 利 益 剰 余 金 1,137,385

そ の 他 の 投 資 等 6,740

繰 延 税 金 資 産 13,922 評価・換算差額等 4,121

長 期 貸 倒 引 当 金 △ 3,300 その他有価証券評価差額 4,121

  純 資 産 合 計 2,241,507

　資 産 合 計 7,552,724 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,552,724

平成 26年 3月 31日現在

―　７　―

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



（単位：千円）

金                   額

営 業 収 益 2,171,617
ビル事業収入 1,721,266
ターミナル事業収入 450,350

営 業 費 用 1,922,667
賃貸事業費 1,556,259
ターミナル事業費 260,954
一般管理費 105,454

営　業　利　益 248,949

営業外収益 6,224
受 取 利 息 114
受取配当金 357
雑   収   入 5,752

営業外費用 47,130
支 払 利 息 42,245
雑   支   出 4,884

経  常  利　益 208,044

特 別 利 益 1,937
その他特別利益 1,937

特 別 損 失 27,549

その他特別損失 27,549

税 引 前 当 期 純 利 益 182,431

法人税，住民税及び事業税 67,822

法人税等調整額 5,012

当　期　純　利　益 109,597

損　　益　　計　　算　　書

平成２５年　４月　１日から

平成２６年　３月３１日まで

―　８　―

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



株式会社福岡交通センター

株主資本等変動計算書

当事業年度  (自　平成 25年　4月  1日　至　平成 26年　3月　31日) (単位: 千円）

株主資本

利益剰余金

資本金 その他 資本 利益 繰越利益 利益 株主資本 その他 評価・換算 純資産

資本 剰余金 準備金 剰余金 剰余金 合計 有価証券 差額等合計 合計

剰余金 合計 合計 評価差額金

当期首残高 400,000 600,000 600,000 100,000 1,087,788 1,187,788 2,187,788 3,929 3,929 2,191,717

当期変動額

　剰余金の配当 △ 60,000 △ 60,000 △ 60,000 △ 60,000

　当期純利益 109,597 109,597 109,597 109,597

　株主資本以外の項目の

　当期変動額(純額） 192 192 192

当期変動額合計 49,597 49,597 49,597 192 192 49,789

当期末残高 400,000 600,000 600,000 100,000 1,137,385 1,237,385 2,237,385 4,121 4,121 2,241,507

9

評価・換算差額等

資本剰余金

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

(2)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　商品 ・・・・・・・・・・・・・・・ 最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定）

(3)　固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く） ・・・・・・・・ 定額法

無形固定資産（リース資産を除く） ・・・・・・・・ 定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用

可能期間（5年）に基づく定額法を採用しています。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　なお、リース取引開始日が、平成20年3月31日以前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

(4)　引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ています。

賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備え、支給見込額に基づき計上しています。

個別注記表

―　１０　―



退職給付引当金

従業員の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務（及び年金資産）の見込

額に基づき計上しています。

役員等退職慰労金引当金

役員の退職慰労金の支出に備え、内規による基準額を計上しています。

(5)　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっています。ただし、資産に係る

控除対象外消費税等は発生事業年度に費用処理しています。

２．貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　 円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

期末発行済株式の数　　普通株式　200,000株

(2) 配当に関する事項

①配当金支払額

②基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　平成26年6月25日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次の通り提案しております。

―　１１　―

8,384,737,535

平成25年6月26日
定時株主総会

平成25年6月25日 普通　　
株式

60,000,000円
利益　
剰余金

300円 平成25年3月31日

配当　　
原資

１株当たり
基準日 効力発生日

種類 配当額
株式の

配当金の総額

平成26年3月31日 平成26年6月26日
定時株主総会

配当額

平成26年6月25日 普通　　
株式

60,000,000円
利益　
剰余金

300円

株式の
配当金の総額

配当　　
原資

１株当たり
基準日 効力発生日

種類
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